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はじめに 

厚木市自治基本条例は、厚木市の最も尊重すべき条例とし

て平成 22 年 12 月に制定され、今年で６年が経過しようとし

ている。当委員会は、条例制定の翌年、平成 23 年 7 月に設

置された。これまでの間、条例第 38 条に基づき毎年の条例

の運用状況の点検を４回行い、条例制定から４年目を迎えた

平成26年度には条例第39条に基づき初めての条例の見直し

（総点検）を行った。 

毎年の運用状況の点検の結果、年度を重ねるごとに、条例

の規定に関する取組が進み、行政運営の改善が進んでいる。

また、条例の見直し（総点検）では、制定当時に込められた

市民の思いを改めて思い返すことができ、更には規定の内容

や解釈について課題を見つけることもできた。 

今回、より一層自治基本条例をいかしたまちづくりを進め

るために、これまでの運用状況の点検と４年に一度の見直し

を踏まえ、その中で気付いた課題に対して、私たちがすべき

ことを提言としてまとめた。これまでの取組と併せて、更な

る市民自治推進のために、今後の参考としていただければ幸

いである。  
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１ 検討経過 

昨年度、委員会として３期目の任期を迎える際に前期の委

員会からの提案で、当委員会の新たな役割として、自治基本

条例の基本原則の一つである市民自治を推進するために市

に対して提言を行うことを検討すべし、というものがあった。

それを受けて、まずは当委員会の本質的な役割である毎年の

運用状況の点検を行い、その中で各委員が気付いた規定上あ

るいは運営上の課題をテーマとして設定し、提言を行うこと

となった。テーマの検討においては、自治基本条例制定から

６年が経過しようとしている今、市で最も尊重すべき条例で

あると規定されているにも関わらず、その存在並びに規定内

容について市民への浸透が十分に図られていないのではな

いか、という根本的な課題に改めて向き合うことが重要であ

るという意見が多数出された。そこで、「自治基本条例を市

民に浸透させるにはどうすべきか」をテーマに提言を行うこ

とことし、平成 27 年 12 月から、計６回の委員会で議論を重

ね提言としてまとめた。 

 

２ 提言の内容 

提言をまとめるに当たって、最初に自治基本条例を市民に

周知するために行うべき取組について各委員から意見を出

し合った。続いて、出された意見の具体的な手法についての

検討を行い、最後にその手法を効果的に行うためにどうすべ
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きかについて議論を行った。段階を踏んで議論を進める中で、

各委員から様々な意見が出された。これらの意見を分類する

と大きく３つの内容に分けることができたため、本提言は３

つの柱を立てて構成することとした。 

 

○提言の３つの柱 

１ 継続的な周知活動の実施 

２ 協働事業の実施 

３ 改正を視野に入れた自治基本条例の見直し作業の実施 

 

なお、取組の具体例は議論の中で、委員から提案されたも

のであり、取組の参考にしていただきたい。  

  

４ 



  

１ 継続的な周知活動の実施 

自治基本条例の規定内容は、それ自体は決して難しいもの

ではない。しかし、市民生活の中では、市民が条例の規定を

読み、そしてその趣旨を理解する機会はほとんどない。そう

したことから、市民への周知を行うためには広く市民が条例

に触れる機会を創出すること、かつ継続的に行うことが必要

である。そして市民の意識に訴えかけるためには、自治基本

条例制定の成果を、これまでの取組の結果である行政運営の

変化や、市民生活の変化を、具体的かつ論理立てて、分かり

やすく伝えることが必要である。 

また、継続的な取組としてもう一つ重要なものとして、第

８条に規定するように「次代の社会の担い手」となる子ども

達への働きかけを行っていくことも必要である。 

  

●具体的な取組例 

①自治基本条例制定の効果を分かりやすく市民に伝えるリ

ーフレットの作成 

②市民が集まる場所での周知活動の実施 

③広報あつぎ、ＳＮＳ等のＩＣＴ（情報通信技術）を活用し

た周知 

④子ども向けリーフレット、子ども版自治基本条例の作成 
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２ 協働事業の実施 

自治基本条例制定から６年が経過し、第 34 条に規定する

地区市民自治推進組織の取組も始まっているが、制定当時に

実施した市民説明会等に参加した自治会役員のほとんどが

既に役職を退いている。平成 23 年度を最後に、自治基本条

例フォーラム等の事業は実施されていないことから、自治会

役員をはじめとした市民の、自治基本条例に対する認識は深

まっていないといえる。 

市民が、まちづくりの基本的なルールである自治基本条例

について認識を深めるためには、自治基本条例を市民に対し

て強く印象付けるための取組を行うことが必要である。 

なお、取組を行う際には、自治基本条例の基本理念である

「協働による自治」を推進するため、市民、議会、市長等が、

協働して実施することが重要である。 

 

●具体的な取組例 

①自治基本条例フォーラム（講演会、事例発表）の開催 

②自治基本条例を有する他の自治体との交流事業の実施 

③市民参加、市民協働に関する市民向け講座の実施 

④自治基本条例に関する議会との意見交換会の開催 
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３ 改正を視野に入れた自治基本条例の見直し作業の実施  

自治基本条例は、その内容がその時々の社会状況にふさわ

しいものでなくてはならない。しかし、制定から６年が経過

し、少子高齢化及び人口減少が大きく進み、また、東日本大

震災をはじめ大規模な災害が各地で発生している。そのこと

を受けて、地方創生、地域包括ケアシステムの構築、災害対

策等、新たな自治体運営の課題も生じてきている。 

このような社会状況の変化に、自治基本条例の規定内容が

対応しているか否かを改めて検証するためには、平成 30 年

度に予定されている次の見直しでは、意見交換会やパブリッ

クコメント等の実施を通じて、多くの市民の参加を経て見直

し作業を行うべきである。 

そして、条例改正を視野に入れながら、多くの市民の参加

を経て見直し作業を実施することで、そのことが改めて自治

基本条例に基づいた厚木市のまちづくりについて市民が考

える契機となり、更には多くの市民への浸透に繋がるものと

いえる。 

 

●具体的な取組例 

①自治基本条例の見直し時に、広く市民が意見交換をするた

めの市民会議を設置 

②自治基本条例の見直し検討の前提として、改正の是非を含

めた市民の多様な意見を聴く機会を実施  
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終わりに 

 この提言の３つの柱で述べた内容は、いずれも目新しいも

のではない。しかし、まちづくりの基本的なルールとして制

定された自治基本条例を市民相互で共有し、市民が主体とな

ったまちづくりを更に進めるためには、当たり前と思われる

ことでも継続的かつ地道に、そして様々な方向からの働きか

けを行うことが欠かせない。 

３つの柱は、それぞれが独立するものではなく、相互に関

連し作用することにより、市民への周知として相乗効果を生

むことを期待している。 
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